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（独）都市再生機構の賃貸住宅入居者募集業務に関する 

民間競争入札実施要項 

 

１ 目的 

 独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）は、独立行政法人都市再生機構法（平成

１５年６月２０日法律第１００号。以下「機構法」という。）第３条において、都市基盤整備公

団から承継した賃貸住宅等の管理等に関する業務を行うことにより、良好な居住環境を備えた賃

貸住宅の安定的な確保を図り、もって都市の健全な発展と国民生活の安定向上に寄与することを

目的とすると定められている。 

 このような目的を達成するため、機構が保有する賃貸住宅（以下「ＵＲ賃貸住宅」という。）

の入居者募集業務について民間競争入札を実施することにより、公的賃貸住宅としての公平性、

公正性を確保しつつ、効率的に業務を実施できる民間事業者を選定する。 

２ 業務の詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき公共サービスの質 

（１）民間競争入札の対象となる業務の概要 

ＵＲ営業センター（以下「営業センター」という。）は、ＵＲ賃貸住宅の入居者の募集を、

機構が自ら行うために設置した事務所であり、全国に２４か所設置されている。 

営業センターにおいては、ＵＲ賃貸住宅への入居を希望する者（以下「入居希望者」という。）

に対し、住宅の斡旋、契約事務、入居資格確認、契約内容の説明等の業務を行っており、いず

れの事務所においても、全国のＵＲ賃貸住宅の申込受付、契約手続き等が可能である。 

これらの営業センターのうち４か所について、「競争の導入による公共サービスの改革に関

する法律（平成１８年６月２日法律第５１号、以下「法」という。）に基づき、平成２１年度

から公共サービス実施民間事業者（以下「民間事業者」という。）との間に「ＵＲ賃貸住宅の

賃貸借代理契約」（以下「賃貸借代理契約」という。）を締結し、ＵＲ賃貸住宅の入居者募集

業務を実施するとともに、４か所のうち１か所については、機構が定める当該営業センターに

近接する団地において、住宅の下見や周辺環境等に関する情報提供、仮予約の受付等を行う「現

地案内所」の業務を合わせて実施（以下、当該業務を「民活型募集業務」という。）する。 

（２）ＵＲ賃貸住宅の使用関係の法的性格 

ＵＲ賃貸住宅の使用関係については、機構の前身である日本住宅公団において「その入居者

との間に設定される使用関係は私法上の賃貸借関係である」（最高裁昭和５５年５月３０日判

決）とされており、一般法として借地借家法、民法の規定が適用されることから、一般に行わ

れている賃貸借契約と変わりがない。 

従って、民間事業者が、自己の所有に属さないＵＲ賃貸住宅について、自己の名で機構に代

わって入居希望者に対して斡旋及び賃貸借を業として行う行為は、宅地建物取引業法（昭和２

７年６月１０日法律第１７６号、以下「宅建業法」という。）第２条第２項における宅地建物

取引業に該当する。 

なお、機構が自ら貸主となって賃借人を募集し、賃貸することは宅建業法の対象から除外さ

れている。 
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（３）用語等の定義 

本実施要項において使用する用語は以下のとおりである。 

イ 法第２条第７項による民間競争入札は、以下「入札」という。 

ロ 宅地建物取引業法施行令（昭和３９年１２月２８日政令第３８３号）は、以下「施行令」

という。 

ハ 宅地建物取引業法施行規則（昭和３２年７月２２日建設省令第１２号）は、以下「施行規

則」という。 

ニ 宅建業法第２条第２項による宅地建物取引業は、以下「宅建業」という。 

ホ 宅建業法第２条第３項による宅地建物取引業者は、以下「宅建業者」という。 

ヘ 宅建業法第２２条の２第１項の宅地建物取引主任者証の交付を受けた者は、以下「取引主

任者」という。 

ト 民活型募集業務に従事する者は、以下「従業者」という。 

（４）宅建業法及び関係法令等との関係 

２（２）のとおり、民活型募集業務は賃貸借の代理行為であり、宅建業に該当することから、

実施にあたっては宅建業の免許が必要である。 

なお、入札対象業務と宅建業法及び関係法令等との関係は以下のとおりである。 

イ 民間事業者が民活型募集業務を実施する場合、当該営業センターは、宅建業法に基づき業

務を行う「事務所」（宅建業法第３条第１項及び施行令第１条の２第２号に定める事務所、

以下「事務所」という。）に該当し、現地案内所は「その他国土交通省令で定める場所」（宅

建業法第１５条及び施行規則第６条の２第１号）に該当する。 

ロ ２（４）イにより、民間事業者は、民活型募集業務の実施に当たり、免許の交付（宅建業

法第６条）を受け、専任の取引主任者の設置（同第１５条）、営業保証金の供託等（同第２

５条）、従業者証明書の携帯、従業者名簿の備付け（同第４８条）、帳簿の備付け（同第４

９条）、標識の掲示等（同第５０条）、その他関係法令等により必要な措置を講じること。 

ハ 民活型募集業務に関して機構から受け取ることのできる報酬の額（以下「報酬」という。）

は、「宅地建物取引業者が宅地又は建物の売買等に関して受けることができる報酬の額」（昭

和４５年１０月２３日建設省告示第１５５２号、以下「報酬告示」という。）第５及び第７

の定めによる。 

ニ 民間事業者が民活型募集業務以外の業務を当該営業センター及び現地案内所において行

うことは、「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方について」（平成１３年１月６日国土交

通省総動発第３号国土交通省総合政策局不動産業課長から各地方支分部局主管部長あて通

達、以下「不動産業課長通達」という。）の定めに鑑み、賃貸借代理契約とは区分して取り

扱うべきものであり、本件民間競争入札の対象外となる。 

ホ 機構と民間事業者の間で締結する賃貸借代理契約は、「住宅の標準賃貸借媒介契約約款」
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（平成６年４月８日建設省経動発第５７号建設省建設経済局長から業界団体の長あて通達、

以下「標準契約書」という。）を踏まえたものとする。 

（５）対象となる営業センター及び現地案内所 

イ  対象となる営業センターは以下のとおりである。 

(イ) 錦糸町営業センター （東京都墨田区） 

(ロ) 町田営業センター （東京都町田市） 

(ハ) 所沢営業センター （埼玉県所沢市） 

(ニ) 堺東営業センター （大阪府堺市） 

ロ 現地案内所の業務を合わせて実施する営業センター及び当該営業センターに近接するエ

リア内の現地案内所は次のとおりとする。 

 所沢営業センター及び埼玉県所沢市内に存する団地における現地案内所 

なお、現地案内所の開設及び閉鎖については、民間事業者と協議のうえ、機構が決定する。 

また、現地案内所は、需要動向に応じて主に団地内の住宅や施設を活用し機動的に設置す

る臨時の窓口であることから、現時点において開設の時期、場所、規模等を明示することは

できないが、平成２０年７月１日時点においては、「プラザシティ新所沢けやき通り」団地

において開設中である。 

（６）入札の対象となる民活型募集業務 

入札の対象となる民活型募集業務は、別紙１に記載する営業センターにおけるすべての業務

及び２（５）ロで指定する営業センターに近接するエリア内の団地の現地案内所における現

地案内業務である。 

イ 民活型募集業務の詳細な内容は、別紙３別添２フロー図に示すとおりである。 

ロ 事務処理の手順及び使用する帳票等は別紙３別添２フロー図に示すとおりである。 

ハ 営業日及び窓口営業時間等については、オンライン稼働時間等に基づき機構が指定する。 

ニ 民間事業者は、機構が定める基準により入居希望者の資格確認を行うとともに、入居希望

者に対して取引態様の明示（宅建業法第３４条）、重要事項の説明（同第３５条）、その他

契約に重要な影響を及ぼす事項の告知（同第４７条）等宅建業法の定めに従い、契約締結前

に必要な説明等を行う。 

ホ 民間事業者は、上記ニによる資格確認の証拠書類、入居希望者の押印のある重要事項説明

書及び契約内容に係る重要な事項の説明の写しを添付し、機構が指定する様式により賃貸借

契約書（以下「賃貸借契約書及び添付書類」という。）を作成し、機構の代理として賃貸借

契約を締結する。 

 代理権授与の時期は、上記による資格確認の後とし、重要事項説明書等の説明に先立ち、

オンラインシステムにより行うものとする。 

  なお、当該代理権は、個々の入居希望者との賃貸借契約ごとに授与することとし、成約に

至らない場合、民間事業者は直ちにオンラインシステムにより代理権消滅の手続きを行うこ

ととする。 
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ヘ 民間事業者は、機構の家賃、敷金及び共益費の収納業務は行わない。 

また、民間事業者は、５（２）ニにより企画提案書において、民活型募集業務の内容・手

順について新たな提案を行うことができる。当該提案について機構が承認した場合には、別

紙１及び別紙３別添２フロー図と異なる内容・手順により事業を行う。 

（７）取扱い住宅 

予め機構が指定する入居者の募集が可能な状態にあるＵＲ賃貸住宅を対象とする。 

（８）確保されるべき民活型募集業務の質 

これまで機構が実施してきた入居者募集業務の実績を踏まえ、確保されるべき民活型募集業

務の質として、以下により契約件数の目標（以下「契約目標件数」という。）を設定する。 

民間事業者は、契約目標件数以上の件数を獲得すること。 

イ 契約目標件数の定義及び目標対象期間の設定 

（イ） 契約目標件数の算出方法 

契約目標件数は、過去３年間の四半期ごとの契約件数の平均値とする。 

（例示） 

平成２１年７月～９月の契約目標件数は平成１８、１９及び２０年７～９月の当該

営業センターの契約件数の平均値とする。 

・ ある四半期の契約件数は、当該四半期終了の月の翌月末までに確定する（例えば、

平成２０年７～９月期の契約件数は、１０月末までに確定する）。 

・ 契約目標件数は、平成２１年７月から平成２２年３月までの分については平成２１

年４月に提示し、それ以後の四半期分については原則として以後３ヶ月ごとに提示

する。 

（例示） 

営業センターごとの契約目標件数の算出例は、別紙２のとおりである。 

（ロ） 目標対象期間の設定 

目標対象期間の始期は平成２１年７月とし、機構と民間事業者との契約が終了するま

での間、３か月ごとの目標対象期間を設定する。 

ロ 契約件数の定義 

「契約件数」とは、当該営業センターにおいて契約を行った件数とする。 

ただし、賃貸借契約締結後、入居開始可能日（家賃発生の起算日）以前に契約解除となっ

た場合（以下「未入居退去」という。）は、契約件数には含まないものとする。 

 

 

 

（９）機構と民間事業者の間の契約形態及び報酬の支払い 
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イ 契約の形態 

ＵＲ賃貸住宅の賃貸借代理契約（委任による） 

ロ 報酬の算定及び支払い 

（イ） 報酬の算定は以下のとおりとする。 

報酬額（月額）＝当該月に契約されたＵＲ賃貸住宅の月額賃料の総和×報酬係数注１ 

注１：報酬係数は５（２）ロにより民間事業者が入札書に記載するもの。 

注２： 「契約されたＵＲ賃貸住宅」には、未入居退去は含まない。 

（ロ） 所沢営業センターについては、上記（イ）による報酬に現地案内所業務に要する費

用が含まれるものとする。 

（ハ） 報酬の支払いは翌々月とする。 

ハ 報酬の取扱い 

民活型募集業務に係る報酬については、報酬告示によるほか、不動産業課長通達及び標準

契約書を踏まえ、以下のとおりとする。 

（イ） 民間事業者が成約に向けて、賃貸借契約の相手方の探索を行うための積極的努力と

して、機構の依頼によらず独自に行う物件紹介図面の作成費、住宅情報誌やインター

ネットの不動産ポータルサイトへの物件情報の掲載に要する広告費、入居希望者の現

地への同行案内等の営業活動に要する費用については、全て報酬に含まれるものとす

る。 

（ロ） このほか、民活型募集業務の実施に当たり、民間事業者が企画提案に基づき実施す

る創意工夫に係る事項については、報酬に含まれるものとする。 

ニ 報酬の増額又は減額措置 

２（８）イによる契約目標件数について、事業開始から１年ごとに契約実績を集計し、 

（イ） 当該集計期間（１年間）の契約件数の合計が、以下の上限を上回った場合は、当該

集計期間（１年間）のうち、契約目標件数を上回った四半期について支払われた（支

払われる）報酬（契約目標件数を上回った四半期が複数ある場合には、当該契約目標

件数を上回った複数の四半期に支払われた（支払われる）報酬の総和）に３％を乗じ

た額を増額する。 

（ロ） 当該集計期間（１年間）の契約件数の合計が、以下の下限を下回った場合は、当該

集計期間（１年間）のうち、契約目標件数を下回った四半期について支払われた（支

払われる）報酬（契約目標件数を下回った四半期が複数ある場合には、当該契約目標

件数を下回った複数の四半期に支払われた（支払われる）報酬の総和）に３％を乗じ

た額を減額する。 

こととする。 

契約件数（１年間）の上限及び下限は、過去３年間のうち同一四半期における契約件数が

最大又は最小であった年度の当該四半期における契約件数を、第１四半期から第４四半期ま
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でそれぞれ足しあげたものとする。 

なお、営業センターごとの契約件数（１年間）の上限及び下限の算出例は、別紙２のとお

りである。 

契約件数（１年間）の上限及び下限は、平成２１年度分（平成２１年７月から平成２２年

６月分）については平成２１年７月に提示し、それ以後の年度分については原則として以後

１年ごとに提示する。 

集計対象期間は以下のとおり。 

第１回集計 平成２２年７月（対象期間：平成２１年７月から２２年６月） 

第２回集計 平成２３年７月（対象期間：平成２２年７月から２３年６月） 

第３回集計 平成２４年７月（対象期間：平成２３年７月から２４年６月） 

３ 実施期間 

本件入札の対象となる民活型募集業務の実施期間は、平成２１年７月から平成２４年６月の３

年間とする。 

なお、当機構は「独立行政法人整理合理化計画」（平成１９年１２月２４日閣議決定）におい

て、「都市再生機構の政策目的に沿って業務の見直しを行った上で、これらの業務に即した組織

形態を検討し３年後に結論を得ること」とされていることから、民活型募集の実施に影響が生じ

る可能性があるが、その場合は契約に基づいて対処する。 

４ 入札参加資格 

（１） 入札時点で有効な宅建業の免許を受けていること。 

（２） 入札時点で有効な免許を受けていない場合には、少なくとも宅建業法による免許権者の審

査を通過したことを通知する書面を提出できること。 

（３） 法第１５条において準用する法第１０条各号(第１１号を除く)に該当する者でないこと。 

（４） 過去に機構が行った入札等において、次のイからホまでのいずれかに該当しないこと。 

イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正の利益を得るために連

合した者。 

ロ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契約を履行することを妨げた者。 

ハ 監督又は検査の実施に当たり機構職員の職務の執行を妨げた者。 

ニ 正当な理由がなくして契約を履行しなかった者。 

ホ イからニまでのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を、契約の履行に

当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者。 

（５） 「平成２０年度において独立行政法人都市再生機構の物品購入等についての契約を締結す

る場合の一般競争入札（指名競争）参加資格を得ようとする者の申請方法等」に定める競争

参加者の資格を有している者で、「役務提供」のうち、「その他」の「その他（営業品目：

ハウジングアドバイザー業務、不動産仲介業務）」の業種区分の認定を受けていること。 
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 なお、当該申請を行っていない場合は、入札に先立ち、機構が定める期間内に当該資格審

査申請書の受付を済ませ、かつ当該資格を取得する見込みがあることを条件とする。 

５ 入札に参加する者の募集 

（１） 入札に係るスケジュール 

入札公告及び入札説明会  平成２０年１１月上旬 

入札説明会後の質問期限      １１月下旬 

入札書提出期限     １２月下旬 

企画提案競技      平成２１年 １月上旬 

開札・契約の締結        ２月上旬 

引継ぎ期間             ２月中旬～６月上旬 

民活型募集業務開始時期       ７月 

（２） 入札実施手続 

イ 対象となる営業センターごとに入札を行うものとする。 

ロ 提出書類 

入札に参加する者(以下「入札参加者」という。) は、賃貸借の代理による成約１件当た

りの報酬額を算定するための係数（以下「報酬係数」という。消費税相当を含む。）を記載

した書類 (以下「入札書」という。) 及び総合評価のための事業運営の具体的な方法、民活

型募集業務の質を確保する方法等に関する書類 (以下「企画提案書」という。) を提出する

こと。 

ハ 入札書の内容 

入札参加者は、報酬係数を入札書に記載すること。報酬係数は、対象となる営業センター

ごとに機構が示す以下の数値を上限とし、０．０１を下限として、最小単位を０．００１と

した任意の数値とする。 

（イ） 錦糸町営業センター （上限０．２５） 

（ロ） 町田営業センター （上限０．３６） 

（ハ） 所沢営業センター （上限０．５６） 

（ニ） 堺東営業センター （上限０．５８） 

ニ 企画提案書の内容 

企画提案書には、対象となる営業センターごとに、宅建業法を遵守しつつ、民活型募集業

務の実施に必要な取引主任者及び従業者の人員数及び配置計画を記載するとともに、６（２）

イ～ハに示す各項目について具体的に記載すること。 

また、企画提案書の作成に当たり、ＵＲ賃貸住宅の配置図、間取り図及び特記事項等を記

載した「団地概要書」のサンプル、入居に際して居住者に周知すべき内容を記載した「住ま

いのしおり」、営業センター及び現地案内所において使用している申込書及び契約書等の見

本を参考資料として配布する。 
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なお、オンラインシステムに関する質問等については、安全確保の観点から、書面で受け

付けることとし、オンラインシステム用端末装置及びマニュアルの閲覧を希望する場合は、

機構が指定する場所において、機構職員が立ち会いの上閲覧に供するものとする。 

（３） 広告宣伝等に関する提案の取扱い 

イ 広告宣伝等に関する提案について 

（イ） 住宅情報誌への掲載、インターネットを利用した物件広告及び新聞折り込みチラシ等、

通常の媒介業務で必要とされる程度の範囲内で、機構の特別の依頼によらず行う広告に

ついては、企画提案書に記載した範囲内で実施することができる。この場合の報酬の取

扱いは２（９）ハ（イ）による。 

（ロ） 上記（イ）以外の広告宣伝等に関する提案については、民活型募集業務の対象ではな

いことから、提案しないこと 

ロ 不動産取引に関連する他の業務の提案について 

民活型募集業務以外の不動産コンサルティング業務等については、入札対象外であり提案

しないこと。 

（４） 企画提案書に添付する資料 

企画提案書には次の資料を添付するものとする。 

イ 企画提案書の内容の概要に関する資料 

  入札公告時に指示する様式により、提案内容を要約した「提案内容整理表」を作成するこ

と。 

ロ 民間事業者に関する資料 

（イ） 財務諸表類（過去３年分） 

（ロ） 宅建業者については、賃貸借の媒介等の実績に関する書類を添付し、宅建業以外の者

については、不動産関連業務の実績等を把握できるＩＲ資料等を添付する。 

（ハ） その他不動産取引に関連する法令等による処分等の履歴 

ハ 法第１５条において準用する法第１０条各号に規定する欠格事由の審査に必要な書類 

（５） 入札の無効 

本実施要項に示した競争参加資格のない者又は入札参加者に求められる義務を履行しな

かった者の提出した入札書及び企画提案書は無効とする。 

（６） 入札の延期 

入札参加者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正に執行する

ことができない状態にあると認められるときは、当該入札を延期することがある。 

（７） 代理人による入札 

イ 代理人が入札する場合には、入札書に入札参加者の氏名、名称又は商号、代理人であるこ

との表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名を含む。) するとともに、入

札時までに別途定める様式による委任状を提出しなければならない。なお、開札において別
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の代理人が立ち会う場合は、開札当日に当該委任状を提出しなければならない。 

ロ 入札参加者又はその代理人は、本件に係る入札について他の入札参加者の代理人を兼ねる

ことができない。 

６ 民間事業者を決定するための評価の基準 

民間事業者(この項において「落札者」という。) は、企画提案書に対する評価と提案された

報酬係数に対する評価を合わせた総合評価方式により決定する。 

評価は、機構に設置する「ＵＲ営業センターにおける市場化テストに関する入札等評価委員会」

（以下「評価委員会」という。）において行うものとする。 

なお、評価委員会は、外部の有識者等を含めた委員により構成し、入札参加者を委員とするこ

とはできない。  

（１） 評価委員会の設置 

イ 民活型募集業務については、機構内に設置した「ＵＲ営業センターにおける市場化テスト

に関する入札等評価委員会」（平成２０年７月１日付設置）において落札者の評価、事業実

施期間中の評価等を行う。 

ロ 委員の構成は、機構職員以外から選考する学識経験者等を３名、当該営業センターを所掌

する機構の支社等部門長１名、及び本社住宅経営部長の１名とする。 

（２） 評価の方法 

企画提案項目は、民活型募集業務の目的及び内容に照らし、その効果が期待されるかを各項

目に示す審査基準により評価を行った上、得点(最高４００点)を与える。 

イ 営業センター及び現地案内所の運営に係る項目（配点：２００点） 

民活型募集業務の実施に当たり、契約目標件数を達成するため及び適正な事務処理を行う

ための民間事業者の創意工夫による実施方策に係る提案が、以下の（イ）～（ニ）の項目別

に記載され、かつ効果的なものであるか。 

（イ） 四半期ごとの契約目標件数の達成方法 

（ロ） 接客、電話応対等における顧客満足度の向上策 

（ハ） 適正な事務処理を実施するための措置 

（ニ） その他民活型募集業務実施上の工夫 

ロ 実施体制に係る項目（配点：１００点） 

（イ） 従業者のスキルアップ及び法令遵守のための具体的かつ効果的な研修方法が提案さ

れているか。 

（ロ） 民活型募集業務の実施に必要な法令遵守に関する社内体制の整備及び危機管理がな

されているか。 

ハ 居住用建物に係る賃貸借取引の実績（１事務所当たりの年間契約件数,配点：１００点） 



 

 

④記載なし又は期待できない（０点）

③相対的に劣位（１０点） 

②標準（２５点） 

①相対的に優位（５０点） 

イ及びロの各項目の評価（各５０点）

④５００件未満（０点） 

③５００件以上（５０点） 

②７５０件以上（７５点） 

①１,０００件以上（１００点） 

ハの評価（配点：１００点） 

 

 

 

 

 

（３） 落札者の決定 

イ 以下の式により求められた値が最も高い者を落札者として決定する。 

企画提案項目による得点＋{（１－報酬係数）×４００点} 

ロ 落札者となるべき者が２名以上あるときは、直ちに当該入札参加者にくじを引かせ、落札

者を決定するものとする。また、入札参加者又はその代理人が直接くじを引くことができな

いときは、入札執行事務に関係のない機構職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定

するものとする。 

ハ 落札者が決定したときは、遅滞なく落札者の氏名若しくは名称、報酬係数、落札者の決定

理由並びに提案された内容のうち具体的な実施体制及び実施方法の概要について公表する

ものとする。 

ニ 入札参加者又は代理人の入札のうち、５（２）ハにより各営業センター毎に機構が示す報

酬係数以下の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとし、複数回の入札によって

もなお落札者となるべき者が決定しない場合は、原則として、入札条件を見直し、再度公告

入札を行う。 

７ 従来の実施状況に関する情報の開示 

以下の項目については、別紙３「従来の実施状況に関する情報の開示」に記載する。 

（１） 経費 

（２） 人員 

（３） 施設及び設備 

（４） 目的の達成の程度 

（５） 実施方法等 

８ 民活型募集業務において民間事業者が使用できる施設・設備・備品等及び機構が負担する費用 

（１） 民活型募集業務を実施するために必要な上記７(３)に掲げる施設及び設備のうち、民間事業

者が引き続き使用できるものとしている施設及び以下に掲げる営業センター内の設備につい

ては、別途使用貸借契約を締結し、無償で使用させる。 

10/18 
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イ オンラインシステム用端末装置 

ロ パーソナル・コンピュータ 

ハ 複写機 

ニ 電話設備 

ホ ファクシミリ 

ヘ 現在設置されている什器等 

ト その他、民活型募集業務処理に必要と認められる設備一式 

（２） 機構が無償で使用させる施設等を改修又は改造する場合には、予め機構の承認を得るもの

とし、改修等のために必要となる費用及び契約終了時の原状回復に要する費用は民間事業者

の負担とする。 

（３） 使用が認められた施設、設備及び物品については、善良な管理者の注意をもって使用する

とともに、これを民活型募集業務の目的外に使用してはならない。 

（４） 宅建業法に定める事務所登録等に要する全ての費用は民間事業者の負担とする。 

（５） 入居希望者に対する重要事項の説明（宅建業法第３５条）その他重要な事項の告知等（同

第４７条）に使用する帳票の作成費用等、賃貸借の代理行為に係る費用のうち、以下の（７）

に掲げる機構負担分を除き、民間事業者の負担とする。 

（６） 営業センター及び現地案内所に係る光熱費、事務用品、消耗品等については、民間事業者

の負担とする。 

       また、機構の承諾を得て看板等を新たに設置する場合は、民間事業者の負担とする。 

（７） ８（１）の施設及び設備の利用に際し、次に掲げる費用については、機構の負担とする。 

イ 営業センター 

（イ）事務所使用に係る費用 

 事務所賃料、共益費、清掃費、ＴＶアンテナ使用料（堺東営業センターのみ）及び案内

看板設置費用 

（ロ）電話料金等 

電話料金、インターネット接続に係るプロバイダ利用料金 

（ハ）帳票類 

空家入居申込案内書、入居申込書、契約書用紙等、機構所定様式の帳票 

ロ 現地案内所 

（イ）事務所使用に係る費用 

 事務所賃料（機構が指定するＵＲ賃貸住宅の一住戸等を利用する場合に限る。） 

（ロ）帳票類 

空家入居申込案内書 
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９ 民間事業者が民活型募集業務を実施するに当たり機構に対して通知、報告すべき事項、秘密を

取り扱うために必要な措置その他民活型募集業務の実施のために契約により民間事業者が講ず

べき措置に関する事項 

（１） 通知又は報告を要する事項等 

イ 通知事項 

（イ） 民間事業者は、やむを得ない事情により、民活型募集業務を中止又は終了しようとする

ときは、６か月以上前に機構に通知しなければならない。 

（ロ） 民間事業者は、民活型募集業務以外の自ら実施する業務において、宅建業法その他関係

法令により行政処分を受けた場合には、直ちに機構に通知しなければならない。 

（ハ） 民間事業者の経営に関する通知等 

a 民間事業者は、合併、事業の売却又は他の企業との提携など、自らの経営体制等に関

する変更を行う場合は、予め機構に通知することとする。 

b 民間事業者は、民事再生法（平成１１年１２月２２日法律第２２５号）の適用の申請等、

経営の継続が困難な状態に陥った場合等には、申請手続き後、速やかに機構に通知する

こととする。 

ロ 報告を要する事項 

（イ） 民間事業者は、民活型募集業務開始に当たり、企画提案書に基づく配員計画について、

従業者の登録に先立ち、機構に報告すること。 

（ロ） 民間事業者は機構が定める様式の日報を作成し、賃貸借契約書及び添付書類とともに、

翌営業日に機構に提出しなければならない。 

  なお、日報、賃貸借契約書及び添付書類の提出にあたっては、機構の社内便を利用する

ことができる。 

（ハ） 民間事業者は、機構が指定する様式により毎月の実施状況を記載した月次事業報告書を

作成し、翌月７日(当該日が休日の場合は翌営業日)までに機構に提出しなければならない。 

（ニ） 機構は、民活型募集業務の適正な実施を確認するため、法第２６条第１項に基づき、民

間事業者に対し、必要な報告を求め、又は機構職員に事務所その他の施設に立ち入り、民

活型募集業務の実施状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは質問させ

ることができる。立入検査をする機構職員は、検査等を行う際には、当該検査等の根拠を

民間事業者に明示するとともに、当該検査等が法第２６条第１項に基づくものである場合

には、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示する。 

（ホ） 民間事業者は、契約期間満了により民活型募集業務が終了したときは、報酬の支払いが

完了した後の機構が定める期間内に、民活型募集業務に係る収支計算書等の会計に関する

帳簿書類のほか、機構が定める項目を記載した「民活型募集業務実施報告書」を提出しな

ければならない。 

（２） 指示 

機構は、以下の場合のほか民活型募集業務の適正な実施に必要があると認めるときは、民間

事業者に対し、必要な措置をとるべきことを指示することができる。 
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イ 契約目標件数の達成状況について 

目標対象期間の契約件数が契約目標件数を下回った場合。 

ロ 民間事業者の企画提案の実施状況について 

（イ） 民間事業者が企画提案書に記載した企画提案項目について、その実施状況が民間事業者

が提案した基準に満たない場合。 

（ロ） 賃貸借契約書及び添付書類の不備が判明した場合。 

（ハ） 接客態度、電話応対、事務処理に要する時間その他営業行為について、入居希望者から

機構に直接、苦情等の申し出があった場合。 

（３） 秘密の保持等 

民間事業者は、個人情報の取扱い及び秘密の保持について以下の措置を講ずること。 

イ 個人情報の取扱い等 

（イ） 民間事業者は、個人情報を適正に管理するために必要な以下に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

a 個人情報の適正な取扱方法を具体的に定めた実施要領を策定すること。 

b 個人情報の適正な取扱方法についての研修の計画を策定し、これに基づいて従業者

に対して研修を実施すること。 

（ロ） 民間事業者は、就業規則等において、以下に掲げる事項を定めなければならない。 

a 個人情報の取扱いに係る業務に関する事項 

b 個人情報の取扱状況の点検及び監督に関する事項 

c 個人情報の取扱いに関する責任者及び従業者の役割及び責任に関する事項 

d 個人情報の取扱いに関する規定に違反した従業者に対する処分に関する事項 

（ハ） 上記(イ)及び(ロ)については、民間事業者が民活型募集業務に関して知り得た法人の情

報についても同様である。 

ロ 秘密の保持 

(イ) 民間事業者(個人の場合はその者、法人の場合はその役員（理事、取締役、執行役、業

務を執行する社員及び監事、監査役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問、その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し理事、取締役、執行役、業務を執

行する社員及び監事、監査役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認

められる者を含む。）若しくは従業者その他の民活型募集業務に従事する者。以下「民間

事業者等」という。） 又は民間事業者等であった者は、民活型募集業務に関して知り得

た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。 

(ロ) 民間事業者等又は民間事業者等であった者は、民活型募集業務に関して知り得た秘密を

漏らし、又は盗用することとならない場合であっても、民活型募集業務の実施に関して知

り得た情報を民活型募集業務の用に供する目的以外に利用してはならない。 

   また、民間事業者は、民活型募集業務において取得した顧客情報について、自己の利益

のため、自らが運営する不動産媒介業務に活用する等、民活型募集業務以外に利用しては
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ならない。 

(ハ) 上記(イ)に該当する場合には、法第５４条により罰則の適用がある。 

（４） 契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

イ 民活型募集業務開始前の研修及び引継ぎ等の実施 

（イ）民活型募集業務の実施体制 

    民間事業者は、民活型募集業務を効率的に実施するため、民活型募集業務開始に当た

り、必要な実施体制を確保すること。なお、民間事業者は、従来、当該業務に従事して

いた従業者（機構職員以外）の採用を含め、実施体制の整備について検討することがで

きる。 

（ロ）研修 

       民間事業者は、民活型募集業務の開始前に、従業者に対して、担当する業務に必要な

研修を実施しなければならない。なお、ＵＲ賃貸住宅に係る知識の習得、端末操作の指

導等、必要に応じ機構職員が協力するので、その場合には、予め機構に対して研修の実

施計画を提出しなければならない。 

特に、秘密の保持に関して、民活型募集業務においては、入居希望者の住宅選定に関

する相談を受けるなかで、当該希望者の経済的状態など一身上の秘密に関わる情報に触

れる機会が多いことを考慮し、守秘義務に関する研修を必ず実施すること。 

（ハ）引継ぎ 

機構は引継ぎに必要な措置を講じるので、民間事業者は、民活型募集業務の開始前に、

現に業務を実施している機構又は民間事業者から、民活型募集業務の実施に必要な引継

ぎ(管理帳簿及び貸与物品類の引継ぎ、統計表作成上の留意点、その他特に引き継ぐべき

事項)を受けなければならない。 

また、民活型募集業務の終了に伴い民間事業者が変更となる場合は、当該民間事業者

は次期民間事業者に対し必要な引継ぎをしなければならない。 

ロ 公正な取扱い及び適正な事務処理 

民間事業者は、民活型募集業務のうち機構法及び関係法令等に従い、入居者の募集に当た

り、入居希望者を区別することなく公正に取り扱わなければならない。 

また、２（６）ニ及びホの事務処理を不備なく適正に行わなければならない。 

（５） 予め機構の承諾が必要な事項 

イ 再委託 

民間事業者は、予め企画提案書に再委託により実施することを記載した業務以外の業務に

ついて、自己の負担において再委託をしようとする場合には、再委託する業務の範囲、再委

託をすることの合理性及び必要性、再委託先の履行能力並びに報告徴収その他の運営管理の

方法を明らかにした上で、機構の承諾を得なければならない。 

ロ 実施状況の公表 

民間事業者等は、民活型募集業務の実施状況を公表しようとするときは、予め機構の承諾

を得なければならない。 
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ハ 機構のブランドマーク等の使用 

（イ） 民間事業者等は、機構のブランドマーク、サウンドロゴ及びその他商標等を広告宣伝

のために使用するときは、予め機構の承諾を得なければならない。 

（ロ） 民間事業者等は、機構の「営業センター」又は「現地案内所」の名称又はそれと誤認

される名称（公団、ＵＲ等）を用いて、民活型募集業務以外の自ら行う業務が機構業務

の一部であるかのように誤認されるおそれのある行為をしてはならない。 

ニ その他機構の承諾が必要な事項 

（イ） 民間事業者等は、営業センター及び現地案内所の営業時間の変更を行うときは、予め

機構の承諾を得なければならない。 

（ロ） 民間事業者等は、８（１）の施設及び設備の改造、増設等を行うときは、予め機構の

承諾を得なければならない。 

（６） 民活型募集業務の実施に当たり、営業センター及び現地案内所等において禁止する事項 

イ 民活型募集業務全般の再委託の禁止 

民間事業者は、民活型募集業務の全部を第三者に再委託してはならない。 

ロ 他の業務の禁止 

民間事業者は、不動産コンサルティング業務等の不動産取引に関連する他の業務及び当該

業務の広告又は勧誘を行ってはならない。 

ハ 権利金その他の金品の受領又は提供の禁止 

民間事業者は、入居希望者及び賃借人から、仲介手数料、権利金及び更新料その他これに

類する金品を受け取ってはならない。 

また、敷金、家賃又は共益費相当額の提供又は立替、並びに入居希望者に対するキャッシュ

バック等の金品の提供を行ってはならない。 

ニ 他の不動産の媒介行為等の禁止 

(イ) 民間事業者は、ＵＲ賃貸住宅以外の他の不動産の広告、斡旋等の媒介若しくは代理行

為を行ってはならない。 

(ロ) 民間事業者は、民活型募集業務以外の自己の営業する店舗や営業員の紹介等の行為を

行ってはならない。 

ホ 第三者との取引の禁止 

民間事業者は、いかなる理由においても、第三者から金品を得て入居希望者の紹介を受け

てはならない。 

ヘ 取引事例の取扱いについて 

民間事業者は、民活型募集業務に活用する以外に、営利を目的として取引事例の収集を行

うこと及び第三者に取引事例を伝える目的で入居希望者へのアンケート調査等を行っては

ならない。 

（７） 民活型募集業務の開始 

民間事業者は、契約に定められた業務開始日に、確実に民活型募集業務を開始しなければ
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ならない。 

（８） 帳簿、書類等 

民間事業者は、宅建業法第４９条に定める帳簿のほか、民活型募集業務に係る会計に関す

る帳簿書類を作成し、民活型募集業務を終了、又は中止した日の属する年度の翌年度から起

算して５年間保存しなければならない。 

（９） 権利の譲渡等 

イ 民間事業者は、契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲渡してはならない。 

ロ 民間事業者は、民活型募集業務の実施にあたり、第三者の特許権、著作権その他の権利に

抵触するときは、民間事業者の責任において、必要な措置を講じなければならない。 

（１０） 契約の解除 

機構は、民間事業者が、本実施要項のほか賃貸借代理契約に定める禁止事項を行った場合

又は次のいずれかに該当すると認めるときは、契約を解除することができる。 

イ ９（６）に定める禁止事項に違反したとき。 

ロ 宅建業法その他関係法令に関する処分、指導及び勧告等を受けたとき。 

ハ 契約期間中に免許の更新ができなくなったとき。 

ニ 偽りその他の不正の行為により落札者となったとき。 

ホ 法第１４条第２項第３号又は法第１５条において準用する法第１０条各号（第１１号を除

く。） の規定による民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を満たさなくなったと

き。 

ヘ 法第２０条第１項の規定による契約に従って民活型募集業務を実施できなかったとき、又

はこれを実施することができないことが明らかになったとき。 

ト 法第２０条第１項の契約において定められた事項について重大な違反があったとき。 

チ 法令又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若

しくは忌避し、若しくは質問に対して回答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。 

リ 法令又は契約に基づく指示に違反したとき。 

ヌ 民間事業者等が、法令又は契約に違反して、民活型募集業務の実施に関して知り得た秘密

を漏らし、又は盗用したとき。 

ル 民間事業者等が、法令又は契約に違反して、民活型募集業務の実施に関して知り得た情報

を目的外に利用したとき。 

ヲ 民間事業者等が、暴力団員及び暴力団関係者であることが明らかになったとき。 

ワ 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らかに

なったとき。 

カ 機構と民間事業者との間の契約書に定める通知義務に反する行為をしたとき又は承諾義

務に反する行為を繰り返したとき。 

ヨ 民間事業者の破産等、経営上の理由により、事業の継続が困難になったとき。 
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（１１） 損害賠償 

民間事業者は、９（１０）により契約が解除され、又は民間事業者の経営上の理由等によ

り民活型募集業務の継続が不可能になること、その他民活型募集業務を実施することにより

機構に生じた損害のうち、民間事業者の責めに帰すべき理由により生じた損害について賠償

する。 

この場合には、民間事業者はその損害に相当する金額を損害賠償として、機構の指定する

期間内に支払わなければならない。 

（１２） 契約の解釈 

契約に定めの無い事項で疑義が生じた場合には、その都度、機構と民間事業者で協議する。 

１０  民間事業者が民活型募集業務を実施するに当たり第三者に損害を与えた場合において、その

損害の賠償に関し契約により当該民間事業者が負うべき責任に関する事項 

民活型募集業務を実施するに当たり、民間事業者又はその従業員その他本事業に従事する者

が、故意又は過失により第三者に損害を与えたときは、 

（１） 民間事業者が民法第７０９条等に基づき当該第三者に対する賠償を行った場合であって、当

該損害の発生について機構の責めに帰すべき理由が存在するときは、民間事業者は機構に対

し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に

ついて求償することができる。 

（２） 機構が民法第７０９条等に基づき当該第三者に対する賠償を行ったときは、機構は民間事業

者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について機構の責めに帰すべ

き理由が存在する場合は、機構が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）に

ついて求償することができる。 

こととする。 

１１  民活型募集業務に係る評価に関する事項 

（１） 民活型募集業務の実施状況に関する調査の時期 

民活型募集業務の実施状況調査については、内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえ、平成

２３年９月に実施するものとする。 

（２） 調査の対象期間及び実施方法 

調査の対象期間は、平成２１年７月から平成２３年６月までの２４か月間とし、以下の調

査項目について９（１）ロの報告及び９（２）の指示内容を踏まえ、機構が実施状況の調査を

行う。 

イ 当該営業センターの契約件数 

ロ 民間事業者の企画提案の実施状況 

ハ 接客態度、電話応対、事務処理に要する時間その他営業行為に関するクレーム等の発生状

況、通知義務、承諾事項等の遵守状況 
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なお、調査にあたっては、民間事業者の実施状況と従来の実施状況との比較を行う。 

１２  その他民活型募集業務の実施に関し必要な事項 

（１） 民活型募集業務の実施状況等の委員会への報告及び公表 

イ 民間事業者の民活型募集業務の実施状況については、機構において２（９）ニ（ロ）によ

る集計期間ごとに調査を行い、その内容を官民競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」

という。）に報告するとともに、公表することとする。 

ロ 民間事業者に対する会計法令に基づく監督・検査の状況について、民活型募集業務の終了

後に監理委員会へ報告するとともに、法第２６条及び第２７条に基づく報告徴収、立入検査、

指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会に

報告することとする。 

（２） 機構の監督体制 

イ 民活型募集業務の契約に係る監督は、当該営業センターを所掌する機構の支社長等が、自

ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他の適切な方法によって行うものとする。 

ロ 民活型募集業務の実施状況に係る監督は、９(１)及び（２）により行うこととする。 

ハ 情報共有や課題の検討を行うため、民間事業者との間で、定期的な打合せを行うこととす

る。 

ニ 機構は、民間事業者が置いた業務管理者との連絡・調整(民間事業者からの民活型募集業

務の処理上の質問に対する対応を含む。) を担当する機構職員を置くものとする。 

（３） 民間事業者の責務等 

イ 従業者は、刑法(明治４０年４月２４日法律第４５号)その他の罰則の適用については、法

第２５条第２項の規定により公務に従事する職員とみなされる。 

ロ 民間事業者は、会計検査院が必要と認めるときには、会計検査院法(昭和２２年４月２９

日法律第７３号)第２５条及び第２６条により、会計検査院の実地検査の受検、同院から直

接又は国土交通省又は機構を通じて、資料・報告等の提出、質問への回答等の対応を求めら

れることがあり、これに応じなければならない。 

ハ 民間事業者は、イ及びロの内容について、従業者に周知を徹底すること。また、再委託に

より民活型募集業務を行う場合には、当該受託事業者との業務委託契約書にイ及びロの内容

を記載するとともに、民活型募集業務に従事する当該受託事業者の従業者に周知を徹底する

こと。  

以 上 


